
  

  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  3,183  18.1  △447  －  △455  －  △314  －

22年3月期第１四半期  2,696  △2.7  △461  －  △437  －  △273  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期 △14.  12  －      

22年3月期第１四半期 △12.  27  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期第１四半期  17,241  6,688  38.8 299.  91

22年3月期  18,207  7,182  39.4 322.  04

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 6,681百万円 22年3月期 7,175百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年3月期  －       0.  00 － 5.  00 5.  00

23年3月期  －      

23年3月期（予想） 0.  00 －      5.  00 5.  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  8,000  17.5  △400  －  △400  －  △420  － △18.  85

通期  21,000  10.7  200  490.4  150  843.9  120  △72.4 5.  39



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．２「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

   （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続を実施中です。

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 22,296,204 株 22年3月期 22,296,204 株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 16,843 株 22年3月期 16,343 株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 22,279,611 株 22年3月期１Ｑ 22,280,693 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、海外経済の回復を背景とした輸出、生産の増加から緩やか

ながらも改善傾向が続きましたが、一方で円高進行や欧州の信用不安に加えて中国景気の減速懸念などにより、先

行きの不透明感も強まっております。 

 当社の関連する食品加工業界、自動車業界、建設業界、冷凍・空調設備業界においては、設備投資持ち直しの動

きがまだ明確なものになっておらず依然として厳しい状況が続いております。 

 このような事業環境において当社グループは、平成２１年度（７１期）からの「７４期中期経営計画」の施策に

沿い、「環境保全」・「省エネ」をキーワードとして新製品開発、コストダウンの一層の推進、業務の標準化・効

率化に鋭意取り組んでまいりました結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同四半期比

18.1％増）となりました。損益につきましては、営業損失447百万円（前年同四半期は461百万円の損失）、経常損

失455百万円（前年同四半期は437百万円の損失）、四半期純損失314百万円（前年同四半期は273百万円の損失）と

なりました。 

  

 セグメント別の概況は次のとおりであります。 

［エンジニアリング事業］ 

 自動車産業向け環境試験装置や食品加工業向け冷却設備等の工事完了は、年度末に集中する傾向が強く第１四半

期の工事進捗が低いため、売上高は1,812百万円に止まり、営業損失は345百万円となりました。  

［機器事業］ 

 当社の特長であるユーザーのニーズに対応できるカスタムメイドの生産体制に加え、「ものづくり改革」活動を

通じた空調機関連製品の標準化、効率化、資材購入方法の見直しを加速し、コスト削減に努めてまいりましたが、

主要販売先である建設業界は厳しい事業環境が続いており、売上高は1,379百万円、営業損失は105百万円となりま

した。  

［その他］ 

 人材派遣および損害保険代理店業については、人材派遣需要が低迷し、売上高は97百万円、営業利益3百万円と

なりました。  

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ965百万円減少し、 百万円となりまし

た。  

 流動資産は 百万円となり前連結会計年度末に比べ801百万円減少しました。前期末に計上した売上債権の

回収が進み受取手形及び売掛金が減少しております。  

 固定資産は 百万円となり前連結会計年度末に比べ164百万円減少しました。 

 流動負債は 百万円となり前連結会計年度末に比べ439百万円減少しました。これは主に支払手形及び買掛金

が減少したことによるものであります。  

 固定負債は 百万円となり前連結会計年度末に比べ31百万円減少しました。これは主に長期未払金が減少し

たことによるものであります。 

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年3月期の業績予想につきましては、現段階では平成22年5月14日に発表致しました業績予想に変更ござい

ません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

3,183

17,241

14,285

2,955

7,190

3,362

２．その他の情報
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②棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。 

③固定資産の減価償却の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

④経過勘定項目の算定方法 

 固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少なものについては、合理的な算定方法による概算額で計上す

る方法によっております。 

⑤法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

⑥連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去 

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去 

 当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債権と債務

を相殺消去しております。 

連結会社相互間の取引を相殺消去 

 取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しいときには、親会社の金額に合わせる方法により相殺消去

しております。 

⑦未実現損益の消去 

 四半期連結会計期間末在庫高に占める当該棚卸資産の金額及び当該取引に係る損益率を合理的に見積もって計算

しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これにより、税金等調整前四半期純損失は、 百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は46百万円であります。  

    

46
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,078 5,493

受取手形及び売掛金 6,458 7,902

商品及び製品 304 231

仕掛品 179 104

未成工事支出金 929 618

原材料及び貯蔵品 501 500

繰延税金資産 370 103

その他 478 152

貸倒引当金 △16 △20

流動資産合計 14,285 15,087

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 816 833

機械装置及び運搬具（純額） 209 224

土地 825 825

その他（純額） 115 122

有形固定資産合計 1,967 2,005

無形固定資産 61 56

投資その他の資産   

投資有価証券 807 936

その他 204 207

貸倒引当金 △86 △85

投資その他の資産合計 926 1,058

固定資産合計 2,955 3,119

資産合計 17,241 18,207

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,875 5,555

短期借入金 1,130 1,130

1年内返済予定の長期借入金 183 183

未払法人税等 12 34

工事損失引当金 70 44

その他 918 684

流動負債合計 7,190 7,630

固定負債   

長期借入金 1,108 1,117

長期未払金 45 115

繰延税金負債 83 76
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

退職給付引当金 2,074 2,081

その他 49 3

固定負債合計 3,362 3,394

負債合計 10,553 11,024

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,334 2,334

資本剰余金 1,470 1,470

利益剰余金 2,676 3,102

自己株式 △2 △2

株主資本合計 6,478 6,904

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 220 297

為替換算調整勘定 △17 △27

評価・換算差額等合計 202 270

少数株主持分 6 7

純資産合計 6,688 7,182

負債純資産合計 17,241 18,207
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 2,696 3,183

売上原価 2,329 2,773

売上総利益 367 409

販売費及び一般管理費 828 857

営業損失（△） △461 △447

営業外収益   

受取利息 3 0

受取配当金 7 9

不動産賃貸料 － 4

貸倒引当金戻入額 23 －

その他 7 1

営業外収益合計 42 16

営業外費用   

支払利息 10 10

為替差損 － 9

その他 7 3

営業外費用合計 18 23

経常損失（△） △437 △455

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 46

訴訟関連損失 － 20

特別損失合計 － 66

税金等調整前四半期純損失（△） △437 △518

法人税、住民税及び事業税 10 7

法人税等調整額 △176 △207

法人税等合計 △165 △200

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △317

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1 △3

四半期純損失（△） △273 △314
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △437 △518

減価償却費 54 44

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 △3

退職給付引当金の増減額（△は減少） △52 △7

受取利息及び受取配当金 △11 △9

支払利息 10 10

売上債権の増減額（△は増加） 4,309 1,444

たな卸資産の増減額（△は増加） △903 △460

仕入債務の増減額（△は減少） △1,599 △675

前受金の増減額（△は減少） △13 12

その他 △382 △106

小計 952 △269

利息及び配当金の受取額 11 9

利息の支払額 △7 △7

法人税等の支払額 △345 △14

営業活動によるキャッシュ・フロー 610 △280

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △45 △27

敷金及び保証金の差入による支出 △0 △1

敷金及び保証金の回収による収入 1 4

その他 △26 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △70 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △111 △103

その他 △8 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △120 △112

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 425 △415

現金及び現金同等物の期首残高 4,533 5,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,958 5,078
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 該当事項はありません。 

  

  

 （５）セグメント情報 

【事業の種類別セグメント情報】  

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

① エンジニアリング事業 冷凍・冷蔵・製氷装置、食品プラント・産業用プロセス冷却装置等の設計、施

工、保守サービスに関する事業 

② 機器事業       エアハンドリングユニット等冷凍空調用機器の製造、販売、保守サービスに関

する事業 

③ その他事業      人材派遣、損害保険代理店業に関する事業  

  

  

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別のカンパニーを置き、各カンパニーは取り扱う製品・サービスについて国内及び海外

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 従って、当社は、各事業を行うカンパニーを基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「エンジニアリング事業」及び「機器事業」の２つを報告セグメントとしております。 

 「エンジニアリング事業」は、冷凍・冷蔵・製氷装置、食品プラント・産業用プロセス冷却装置等の設計、施

工、保守サービスに関する事業を行っております。「機器事業」は、エアハンドリングユニット等冷凍空調用機器

の製造、販売、保守サービスに関する事業を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円） 

（４）継続企業の前提に関する注記

  
エンジニア 
リング事業 
（百万円） 

機器事業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  1,345  1,344  6  2,696  －  2,696

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  6  91  97 ( )97  －

計  1,345  1,350  97  2,793 ( )97  2,696

営業損失（△）  △368  △89  △3  △461 ( )－  △461

  報告セグメント
その他
 (注)１ 

合計
調整額 
(注)２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)３ 

エンジニア
リング事業 

機器事業 計

売上高               

外部顧客への売上高  1,812  1,363  3,176  6  3,183 －  3,183

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－   15  15  90  106  △106 － 

計  1,812  1,379  3,192  97  3,289  △106  3,183

セグメント利益又は 

損失（△） 
 △345  △105  △451  3  △447  △0  △447
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（注）１ 「その他」は、人材派遣、損害保険代理店業に関する事業を行っております。 

   ２ セグメント利益の調整額には、棚卸資産の調整額△0百万円が含まれております。 

   ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。  

  

 （６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

（株）東洋製作所（6443）　平成23年3月期　第1四半期決算短信

9


	短信サマリー.pdf
	短信後半



